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株式会社カルラ

代表取締役 井上 善行

当社は、2021年 12月 13日 開催の取締役会において、2022年 3月 1日 を効力発生日

として、当社を吸収合併存続会社、株式会社ネットワークサービスを吸収合併消滅会社と

する吸収合併(以下 「本合併Jと いいます。)を 、行 うことを決議し、株式会社ネットワー

クサービスとの間で本合併に係る吸収合併契約を締結いた しました。

本合併に関して会社法第 794条第 1項及び会社法施行規貝1第 191条によ り、開示すべ

き事項は以下のとお りです。

なお、本書面記載事項のうち、写 しである書類については、全て原本の写 しに相違あり

ません。

1.吸収合併契約の内容(会社法第 794条第 1項 )

別紙 1を ご参照 ドさい。

2.合併対価の相当性に関する事項(会社法施行規則第 191条第 1号 )

吸収合併存続会社 と吸収合併消滅会社は、完全親子関係にあることか ら、本合併に際

し、株式その他の金銭等の交付は行いません。

3.新株予約権の対価の相当性に関する事項(会社法施行規則第 191条第 2項 )

該当事項はありません。

4.計算書類等に関する事項(会社法施行規則第 191条第 3号・第 5号 )

(1)吸収合併消滅会社

① 最終事業年度に係る計算書類等の内容

別紙 2を ご参照ドさい。

② 最終事業年度末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等

該当事項はありません。



3最 終事業年度末日後の重要な財産の処分等の会社財産の状況にlF要な影響

を与える事象

該当事項はありません。

(2)吸収合併存続会社

‐1'最終事業年度末日後の重要な財産の処分等の会社財産の状況に重要な影響

を与える事象

該当事項はありませノレc

5 吸収合併が効力を生ずる日以後における ll■ 収合併存続会社の債務の履行の見 ;△みに

関する事項(会社法施行規則第 191条第 6項 )

本合併以後 1)当 社の資産の額は負債の額を 11回 る見込みであり、また、当社の債

務の履行に支障を及ぼすような事態は、現イI:の ところ、予没|さ オtておりません。

従って、当社の債務については、本合,f以後キ)履行の見込みはあるものと判断い

たしますこ

以  上



合 併 契 約 書

株式会社カルラ {以下、「甲」という。)と株式会社ネットワークサービス (以下、「乙」と

いう。)と の間で、両会社を合併するため、以下の契約を締結する。

第 1条  (合併当事会社 )

甲は、乙を吸収合併して存続し、乙は解散するものとする。

第 2条  (本合併に際して交付する株式等)

甲は、乙の株式全持ち分を有しているので、合併に際しては無償償却することとし、

新株の発行及び資本の増加は行わない。

第 3条  (本合併の効力発生日)

本合併の効力発生日は 2022年 3月 l日 {以下「本合併効力発生日」という。)と する。

但し、本合併の手続進行上の必要性その他の事由により、甲乙協議の上、これを変更す

ることができる。

第 4条  (承認総会 )

1.甲は、会社法第 796条第 2項本文の規定に基づき、本契約について同法第 795条

第 1項の株主総会の承認を受けることなく、本合併を行うものとする。

2.乙は、会社法第 784条第 1項本文の規定に基づき、本契約について同法第 783条

第 1項の株主総会の承認を受けることなく、本合併を行うものとする。

第 5条  (会社財産の引継 )

乙は 2022年 2月 28日 現在の貸借対照表を基礎とし、効力発生日において、その資産

の全部、権利義務の一切を甲に引継ぎ、甲はこれを承継するものとする。

第 6条  {会社財産の管理)

乙は本契約締結後、その所有に係る一切の資産及び権利の保全に関しては、最善の注

意を払い、資産及び権利の処分、新たなる義務の負担または従業員及びその諸給与の増

減、その他の重要事項についてはもちろん、営業上、通常の取引事項であっても、あら

かじめ甲に協議し、その同意を得た上で、これを実行しなければならない。



第 7条  {従業員について)

乙の従業員は、全て甲において受け継ぐものとする。

第 8条  {合併実行後の費用について)

合併実行後における乙の解散に要する費用は、全て甲の負担とする。

第 9条  (その他)

本契約に規定するもの以外で、合併に関して協議すべき事項が発生した場合において、

合併条項に影響を及ぼさない限り、甲乙協議の上、これを執行するものとする。

本契約の成立を証するため、契約書を 1通作成し、記名押印の上、甲が原本、乙がその写

しを保有する。

2021年 12月 13日

宮城県富谷市成田九丁目 2番地 9

株式会社カルラ

代表取締役  井上 善行

宮城県富谷市成田九丁目 2番地 9

株式会社ネットワークサービス

代表取締役 柴田 伸二

(甲 )

(乙 )
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株式会社 ネットワークサービス

【固 定 資 産 】

(有 形 固 定 資 産 )

建     物

建 物 付 属 設 備

構   築   物

車 輌 運 搬 具

(無 形 固 定 資 産 )

借  地  権

(投 資 そ の他 の資 産 )

保   証   金

敷      金

未 払 費 用

社 会 保 険 未 払 金

前   受   金

預   り  金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

賞 与 引 当 金

【固 定 負 債 】

預 り 保 証 金

長期繰延税金負債

資 産 除 去 債 務

令和 3年  2月 28日 現在
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有形固定資産合計

無形固定資産合計

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

資 産 の 部 合 計
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【株 主 資 本 】

(資   本   金 )

資   本   金

(利 益 剰 余 金 )

繰 越 利 益 剰 余 金

純 資 産 の 部

8,550,000

資 本 金 合 計    8,550,000

57,312,038

利 益 乗」余 金 合 計      57,312,038
株 主 資 本 合 計

純 資 産 の部合 計

負債及び純資産の部合計

65,862,038

65,862,038

131,838、 716



株式会社 ネ ッ トワークサー ビス

・目

至
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株式会社 ネットワークサービス

個  tll 注  記  表

自 令和 2年  3月  1日
至 令和 3年  2月 28日

I.重要な会計方針に係る事項に関する注記
資産の評価基準及び評価方法
たな卸資産の評価基準及び評価方法
最終仕入原価法

固定資産の減価償却の方法
有形固定資産 :定率法 無形固定資産 :定額法

引当金の計上基準
従業員の賞与支給に備えるため支給見込み額の当期負担分を計上

Ⅱ.貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額                 15,354,158円
関係会社に対する金銭債権 。金銭債務
内訳
売掛金                          1,300,755円

消費税及び地方消費税の会計処理

税抜経理方式

Ⅲ.損益計算書に関する注記
関係会社 との取引に係るもの

売上高                           20,562,281円

Ⅳ.株主資本等変動計算書に関する注記
発行済株式の種類及び総数に関する事項
発行済株式

普通株式 (発行済株式)

前期末株式数 (発行済普通株式)                 855株
当期末株式数 (発行済普通株式)                855株

合計 (発行済株式)

前期末株式数 (発行済株式)                   855株
当期末株式数 (発行済株式)                  855株


